
公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札に係る情報の公開（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備考

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

契約の相手方の法
人番号

様式３－１



公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

備考
再就職の
役員の数

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によること
とした業務方法書
又は会計規定等の
根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

契約の相手方の法人
番号

様式３－２



公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

研究レビュー（イソ
フラボン）依頼業務
1式

農業・食品産業技
術総合研究機構総
務部長　藤原　浄
明
（茨城県つくば市観
音台３－１－２）

平成30年6月14日

公益財団法人日本
健康・栄養食品協
会
（東京都新宿区市
谷砂土原町２－７
－２７）

6011105004953 一般競争入札 － 2,268,000 － 公財 国認定 1

研究レビュー（ＧＡ
ＢＡ）依頼業務　1式

農業・食品産業技
術総合研究機構総
務部長　藤原　浄
明
（茨城県つくば市観
音台３－１－２）

平成30年6月14日

公益財団法人日本
健康・栄養食品協
会
（東京都新宿区市
谷砂土原町２－７
－２７）

6011105004953 一般競争入札 － 2,268,000 － 公財 国認定 1

トマトのメタボロー
ム分析業務　1式

農業・食品産業技
術総合研究機構総
務部長　藤原　浄
明
（茨城県つくば市観
音台３－１－１）

平成31年1月28日

公益財団法人かず
さＤＮＡ研究所（千
葉県木更津市かず
さ鎌足２丁目６番地
７）

8040005016807 一般競争入札 － 2,274,480 － 公財 国認定 1

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

備考
物品役務等の名称

及び数量

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合
契約の相手方の法

人番号

様式３－３



公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

スマート農業技術
の開発・実証プロ
ジェクトほかにかか
る研究課題の審
査・採択の実施支
援業務委託事業　1
式

農業・食品産業技
術総合研究機構総
務部長　藤原　浄
明
（茨城県つくば市観
音台３－１－２）

平成31年1月25日

公益社団法人農林水
産・食品産業技術振
興協会（東京都港区
赤坂１丁目９番１３号）

8010405000743

企画競争を行い審
査の結果、採択さ
れた者と契約する
とき。（契約事務実
施規則第26条の2
第6号ア）

－ 17,996,967 － － 公財 国認定 1

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

備考
再就職の
役員の数

物品役務等の名称
及び数量

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によること
とした業務方法書
又は会計規定等の
根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

契約の相手方の法人
番号

様式３－４
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公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人日本監査
役協会

3010005017481 会費 220,000
1名：100，000円

2名以上＊1人当たり
60，000円加算

平成30年6月8日

独立行政法人通則法等の改正
により監事の機能強化が図ら
れ、監査実務に関する会議・研
修、情報共有・意見交換等、最
新情報の入手が必要なため。

公社 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益財団法人日本適合
性認定協会

6010705001550
ISO17025試験所認定
維持料

510,685 平成31年2月8日 公財 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益財団法人日本適合
性認定協会

6010705001550
ISO17025試験所認定
審査料

311,904 平成30年12月27日 公財 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人全国和牛
登録協会

9130005012804 登記料 118,800

平成30年10月31日
11月16日
11月22日
12月4日
12月19日
12月27日
12月28日

平成31年2月21日
2月22日
2月27日

公社 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207 公益社団法人土木学会 5011105004847 論文投稿料 140,000 平成30年12月7日 公社 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人日本気象
学会

6010005003710 論文投稿料 217,944 平成31年3月22日 公社 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人日本広報
協会

8011105005388 研修費 322,690

平成30年8月3日
8月17日
9月14日
11月30日
12月21日

平成31年3月22日

公社 国認定

契約の相手方の法人番
号

支出元独立行
政法人の法人

番号
所管府省

公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく
独立行政法人から公益法人への契約以外の支出についての情報の公開

支出元独立行
政法人の名称

公益法人の場合

交付又は支出先法人名
称

名目・趣旨等
交付又は支出額

（単位：円）

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、
もしくは最低限の金額

（単位：円）

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

様式４
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公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

契約の相手方の法人番
号

支出元独立行
政法人の法人

番号
所管府省

支出元独立行
政法人の名称

公益法人の場合

交付又は支出先法人名
称

名目・趣旨等
交付又は支出額

（単位：円）

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、
もしくは最低限の金額

（単位：円）

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人日本獣医
学会

3010005018190 論文投稿料 210,000

平成30年6月8日
8月3日
8月31日
9月7日

11月12日
12月7日

平成31年2月1日
3月8日

3月29日

公社 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人日本食品
科学工学会

3050005005136 論文投稿料 127,440
平成30年11月2日
平成31年3月20日

3月27日
公社 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人日本畜産
学会

7010505000099 論文投稿料 1,057,200

平成30年8月10日
8月17日
9月14日
9月21日
11月9日
12月7日
12月27日

平成31年1月18日
2月18日
3月29日

公社 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人日本畜産
学会

7010505000099 大会参加費 115,000 平成31年3月30日 公社 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人日本農業
法人協会

3010005018892
ファーマーズ＆キッズ
フェスタ2018協賛金

756,000 平成30年12月14日 公社 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人農業農村
工学会

8010405010362 別刷り代 306,902

平成30年5月18日
6月1日
6月8日
7月13日
9月14日
10月19日
10月26日
11月19日
12月27日

平成31年1月11日

公社 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人農業農村
工学会

8010405010362 学会誌 251,720

平成30年10月22日
12月14日

平成31年1月11日
1月18日
1月28日
3月8日
3月11日
3月22日

公社 国認定
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公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

契約の相手方の法人番
号

支出元独立行
政法人の法人

番号
所管府省

支出元独立行
政法人の名称

公益法人の場合

交付又は支出先法人名
称

名目・趣旨等
交付又は支出額

（単位：円）

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、
もしくは最低限の金額

（単位：円）

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人農業農村
工学会

8010405010362 論文投稿料 1,218,240

平成30年5月18日
6月8日
7月13日
9月14日
10月26日
11月19日

平成31年1月11日
2月8日
2月22日
3月18日
3月22日

公社 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人ボイラ・ク
レーン安全協会

6010605002368 研修費 160,160

平成30年8月31日
9月3日
9月10日
10月1日
11月5日
12月14日

公社 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人日本監査
役協会

3010005017481 研修費 130,900

平成30年5月18日
6月22日
8月24日
11月26日
12月21日

平成31年1月11日
2月22日
3月8日
3月29日

公社 国認定

農林水産省

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

7050005005207
公益社団法人日本地下
水学会

3010005014421 論文投稿料 210,240 平成30年7月2日 公社 国認定

【記載要領】

（注１）「公益法人等」には、特例民法法人、公益社団・財団法人が含まれる。

（注２）「名目・趣旨等」には、その詳細を簡潔に記載すること。

（注３）「会費一口当たりの金額、もしくは最低限の金額」の欄は支出先法人が定める会費一口当たりの金額もしくは最低限の額を記載すること。

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
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